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地域バス運行の民間委託
一規制緩和後における路線網の維持・展開の方策として一
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1．はじめに
　日本の乗合（路線）バス市場では，運輸政策審議会の答申（運輸政策審議会
［1999］）に沿って，2001年度申に規制緩和が予定されている（1｝。その中心に
あるのが，需給調整（参入・退出規制）の撤廃である。これにより，従来の
「参入規制（地域独占）十内部補助」に基づく赤字サービスの縫持が不可能と
なる。採算可能な営利的サービス（COmmerCia1SerViCe）には複数の企業の参
入が見られ，競争によって内部補助の原資が消失する。一方で，不採算な非営
利サービス（皿on－CommerCialSerViCe）からの退出も容易となることから，路
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線網・サービス内容の再構築はこれまで以上に厳しい基準で行なわれることが
予想される。つまり，路線・サービスごとの採算が重視されるので，これまで
内部補助を前提として維持されてきた非営利的サービスは，外部補助がなけれ
ば存続できないのである。
　その結果，地方行政が地域バスの運行に関連して果たす役割が大きくなると
予測される。例えば，福祉政策の一環としてバスサービスを維持するような場
合には，地方行政が交通サービスの供給に直接関与することが必要となる。
「中央政府による参入規制十事業者による内部補助」から，「地方行政による
直接補助あるいは直接供給」へと，バスサービス維持の方策が変化するであろ
う。
　そこで本稿では，主に地方行政がバスサービスを確保する方策として運行の
民聞委託を取り上げ，その意義と手法を検討し，事例研究から今後の方向性を
探る。まず，2．では，乗合バス市場における規制緩和への事業者と地域の対
応に関するシナリオを提示し，その中での民聞委託の位置と定義を明らかにす
る。3．では，外部委託・民聞委託の意義を発注者（委託者）の観点から整理
した上で，取引関係の分析のためのフレームワークとしてSako［1992］の
ACR（距離を隔てた取引関係）／OCR（善意に基づいた取引関係）の類型を
導入する。4．では，地域バス運行の民間委託を支える現行の制度を概観し，
申でも，80条バス（自家用自動車の有償運行）と21条バス（貸切乗合許可）の
運行をめぐる取引関係と契約の手法を，ACR■OCRのフレームワークに沿っ
て評価する。5．では，事例研究として，安来能義広域行政組合（島根県）に
おける民聞委託の実際を取り上げる。6．では，以上の議論をまとめ，民聞委
託によるバスサーピス供給の方向性を探る。
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2．乗合バス市場における規制緩和の概要と民間委託の位置
2．1乗合ハス市場の規制緩和と民聞委託
　まず，規制緩和によって日本の乗合バス市場がどのような姿になりうるの
か，先例としてのイギリスの経験を参考に（2），いくつかのシナリオを示すとこ
ろから議論を始めたい。表ユは，路線・地域・時間帯などによって区分される
サービスごとに予想されるシナリオを示したものである（サービス廃止という
シナリオは含めていない）。規制緩和を受けて，各サーピスは採算基準によっ
て判断され，営利的サービスと非営利サービスに区分されることは前述のとお
りである。さらにそれぞれのサービスは，当該サービスを供給する事業者の数
によって区分される。
表1　競争の諸形態と事業者・地域の対応
規制緩和前 規制緩和後
シナリオ 地域独占 ①路上麓争　　　②コンテスタブル ③民間委託
採　算 内部補助
営利的サービス（独立採算が前提） 非営利サービス（補助金が前提）
実際の供給者 1　社 複数 1　社 1　社
潜在的参入者
　な　し（免許制度）
複　数 複　数
　複　数（入札参加者）
参入・退出　の機会
な　し
つねに参入・退出の可能性 つねに参入・退出の可能性 一定期間ごとに受注者交代
地域の対応主体
特になし 特になし
　地域協議会（都道府県主体？） 広域行政・市町村・地域的組織
地域の対応内容 中央の運輸行政が中心 業界団体が過当競争を調整？ 横出し・上乗せ規制，退出の防止 発注者として制度設計・入札開催
イギりスでのシナリオ 規制緩和前（地域独占）
??????（????????????????
　　品質協定（qu訓ity　pa・㎞e・ship）　品質契約（qua1晦contract）
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　①の路上競争のシナリオは，営利的サービスに複数の企業が参入することで
路上競争（㎝一the－road　co皿petitio皿）が起こることを意味する。参入規制撤廃
の効果が最も理解しやすいシナリオである。ただし，イギリスで規制緩和後に
起こった路上競争に対する批判も数多い（3〕。現実には，このシナリオが実現す
る場合はかなり限定されると思われる。競争が熾烈な場合や，単に事業者間に
摩擦が生じた場合でも，行政や業界団体が調整を行なう可能性が高い。
　②のコンテスタブル市場は，イギリスの規制緩和後の状況から見ても，最も
多く出現するシナリオであると考えられるω。このシナリオが実現する過程は
二つある。第一に，参入規制が撤廃されても，既存事業者が互いの営業区域に
進出することなく事業を続ける場合である。第二に，新規参入があって一時的
に路上競争が活発化しても，その後退出があり，既存事業者が防衛に成功する
か，あるいは独占的事業者の単なる交代に終わるかして，緒果として1社独占
の状況が変わらなかった場合である。審議会答申は「都遺府県主体の地域協議
会」の設立を提唱しているが，地域協議会の機能が最も求められるのは，この
シナリオにおいて，当該サービスの唯一の事業者が退出の意図を示す場合であ
ろう。答申では，「地域協議会の協議の結果は，事業者の経営判断を拘束する
ものではなく，事業者の退出の自由が確保されることが必要である（5〕」とされ
ているが，地域協議会による「引き止め工作」（例えば補助金増額の決定）が
行なわれ，事業者の退出が防止・延期される可能性もある｛6〕。
　③の民間委託の活用は，先にみた地方行政の関与の典型例である。退出が自
由化され，さらに地域協議会による引き止め工作が失敗し，民聞事業者が非営
利サービスを供給しなくなった場合，地方行政（地域協議会よりは，そのメン
バーである市町村およびその違合・組合）がサービスの維持に直接関わらざる
を得ない。もちろん，行政が直営でバスを運行したり，ボランティア労働力を
確保したりする可能性もあるが，チャーター輸送を含めた民間委託の活用は，
バス運行の現業に関するノウハウを必要としないという点で，より現実的な方
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策であろう。行政が新たなサービスを提案・展開する場合も，このシナリオに
当てはまる。なお，このシナリオでは，行政のみならず，町内会・自治会・任
意団体・NPOなど，自治体でない「地域的組織」がバスサービスを維持・運
営する可能性も排除すべきではない（7〕。どの組織がどのサービスの運営に関与
するかは，交通圏の広さや複数路線間のネットワーク（培養）効果の大きさ，
そのサービスの利用可能性を享受するメンバーの確定と支払い意思によって異
なってくると思われる。
　本稿では，シナリオ③を対象として考察を進める。シナリオ①と②にっいて
は別の機会にまとめ，最終的には全シナリオをカバーする研究としたい。
　2．2外部委託・民間委託の定義
　ここでは，本稿での民聞委託の定義を示すが，その前に，より広い概念であ
る外部委託の定義を確認する。外部委託の概念は，類似の「アウトソーシン
グ」「外注」「下請」といった概念と同様，経済学よりも経営実務から出てきた
ものであり，明確な定義はなされていない。島田・原田［1998］は，アウト
ソーシング（㎝tS㎝rCi㎎）を「ある組織から他の組織に対して，組織の機能や
サービスのすべてまたは一部を委託すること（8）」としている。この定義が広い
ことは島田・原田［1998］自らも認めていることであるが，「外部委託（c㎝一
traCti㎎㎝t）」もこの定義に含まれるものと考えたい。ただし，外部委託にお
いては，発注者（委託者）が，財・サービスの生産（あるいはそれ以前の設
計・生産計画）の段階から関与し，財・サービスの質や内容に関する指示を出
すことと，既製晶の購入は外部委託の範曉に含まれないことを確認しておく。
　なお，この定義での「組織」は，企業・行政機関（中央政府・自治体・広域
連合など）はもとより，前述の地域的組織をも含む。外部委託のう、ち，発注者
が民間企業でなく（本稿では，行政機関や地域的組織を想定する），受注者
（受託者）が民間企業の場合を，特に「民間委託」と呼ぶ｛9〕。
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3．外部委託・民間委託活用の意義
　3．1外部委託による費用最小化
　本節ではまず，なぜ外部委託が活用されるのかを，発注者の視点から検討す
る。そのためには，経営学でいうコア・コンピタンス（中心的業務）の概念を
用いることが有用である。コア・コンピタンスとは，「顧客に対して，他社に
はまねのできない自社ならではの価値を提供しようとする，企業の中核的な
力虹◎」と定義される。だが，この概念を，行政にとっての政府聞あるいは官民
の役割分担にも応用し，コア・コンピタンスの論理を民間委託に適用すること
も可能であろうω。本節では，外部委託一般についての記述が多くなるが，外
部委託には民問委託も含まれること，民間委託を念頭において整理を進めるこ
とに留意されたい。
　企業や行政は，自らのコアー・コンピタンスとそれ以外の業務（周辺業務）を
峻別する。コア・コンピタンスに該当する財・サービスを組織内で生産（内
製・内部調達）することは当然である。地域バスの運行における行政の役割を
例に取ると，バスの運行計画（路線・ダイヤの策定や補助金交付計画の立案）
と実際の運行（バスの運転を中心とした日々の現業）を分離できる場合，運行
計画の立案による「公共の福祉の確保」は行政のコア・コンピタンスであり，
運行は周辺業務と位置付けられよう胸。こうした計画と運行の分離を図示した
ものが図1である。「計画と運行の分離」というと堅苦しいが，貸切バスの
チャーター（発着地や到着時問といった発注者側の都合にあわせて，オーダー
メイドの輸送サービスを購入する）と感覚は同じである。
　発注者は，周辺業務に該当する財・サービスを，内部と外部のどちらから調
達するかを選択する。選択にあたっては，費用最小化が原則とされる。これも
また，行政の行動原則としても基本的なものと考えてよいであろう㈱。ここで
最小化されるべき「費用」は，生産費用と取引費用に分けられるω。
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　　　図1　計画と運行の分離
計画と運行の分離　　　　　サービス計画立案の民聞委託
［＞
計　画
《発注者）
補助計画　　　　　サーピス計画
　　　　　⇒《発注者》　　　　《受注者1》
↓［＞↓
運　行
《受注者〉
　運　行
《受注者2》
※「計画」は運行計画を意味し、サービス計画（路線網のデザイン・ダイヤの設定等）と補
助計画（補助金額の決定・交付）に分けられる。
※「運行」は、バス運行の日常的な現業を意味する。
※⇒は発注を意味する。
※「サービス計画立案の民閥委託」は、発注者が運行のみならずサービス計画まで民間委託
する状況である。「受注者ユ」と「受注者2」が一致することもありうる。
　生産費用は，言うまでもなく当該財・サービスの生産にかかる費用である。
イギリスにおいて早い段階から計量分析が行なわれてきたごみ収集や病院経営
に関しては，民聞委託により生産費用の18～20％程度が削減されたとの成果が
示され，この数字がたびたび引用されてきた。地域バスについても，イギリス
では，費用の10％から18％が削減されたという分析結果がある蝸。また，京都
市交通局では，公営バスの6路線の運行を，系統・ダイヤに変更を加えずに近
隣の民問事業者に委託したところ，公営の場合に必要となる費用が14億円だっ
たのに対し，民間委託の費用は10．7億円（委託料と京都市が直接執行する経費
を含む）であったという蝸。
　取引費用はWiniams㎝［1975．1985］の概念である。内部調達の場合，事
業者のX非効率・組織内取引費用が大きいと血オ，それが生産費用を押し上げる
こととなる。外部委託の場合，発注者と受注者の取引にあたって（組織間）取
引費用が発生する。発注者側が会計的に把握できる費用のうち，例えば運行管
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理費用は取引費用の概念に近いが，入札の開催費用（事前費用）や受注者を監
視する費用（事後費用）は，数値・金額での把握が困難である。
　生産費用と取引費用を足し合わせることは不可能であり，外部委託を活用す
るか否かは，図2のような形で「総合的に判断している」としか言えない。た
だし，外部委託により生産費用が低下すれば，（組織聞）取引費用の増加を相
殺して余りある便益をもたらす可能性があることは否定できない。
図2　Make　or　buyの選択と生産費用・取引費用
榊鰯鴛薫鯛｝臓一鮒
　3．2外部委託における取引関係のフレームワーク
　外部委託の意義が整理されたところで，以下では，外部委託における発注
者一受注者間の取引関係を整理し，実際の契約形態の整理を行なう。こうした
分析は，様々な形で行なわれてきた。民間企業問の外部委託については，企業
間関係論（サプライヤー・システム論）や経営戦略論の観点から多くの研究が
ある。また筆者は，ロジスティクスにおける外部委託（物流アウトソーシン
グ）を中心とした企業間関係（荷主企業一物流事業者聞および物流事業者相
互）について，取引費用論や継続的取引慣行を踏まえた整理を行なった（高橋
［2000b］）。
　図3は，財・サービスの調達手法の類型化・細分化を表したものである。こ
うした分類は，Wi11iams㎝のmake　or　buy（内部調達か外部調達か）の問題意
識から出発したものである。buyは「サプライヤーの古奥的二分法血8」によっ
て既製品の購入と外部委託（外注）に細分化され，さらに外部委託は，短期契
約と長期契約，貸与図方式と承認図方式09，といったように詳細に区分され
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　　　　　　　　　　図3　財・サービス調達の手法
①W㎜iamso皿的二分法（市場と組織）
②サプライヤーの古典的二分法
る。このような細分化は前述の取引費用論の延長線上にあり，「市場と企業の
間」にある取引形態の分析に貢献している。
　ここでは，図3における細分化のうち，Sako［1992］の「距離を隔てた取
引関係（Arm’s－1ength　C㎝tractual　Re1ations：以下ACRと略）」および「善意に
基づいた取引関係（Obligati㎝a1Contractua1Re1ati㎝s：以下OCRと略）」を取
り上げる（表2）彰⑪。Sako［1992］は，日本とイギリスの自動車産業における
サプライヤー（下請）関係を比較研究するためのフレームワークとしてACR
／OCRの二類型を考案し，アンケート調査に基づく実証分析に活用したので
あるが，この類型は民問委託を分析したF1ym［1997］でも紹介されている彰刀。
端的にいえば，ACRは契約用語を可能な限り明確にすることで「善意に基づ
く信頼（goodwi1l　trust）」への依存を最小化しようとする（複数のサプライ
ヤーとの取引を可能にする）関係であり，OCRは，契約を不完全なままにし
ておくことで，契約の遂行のために「善意に基づく信頼」に大きく依存する
（信頼6おける少数φサプライヤーに依存すゑ）関係である鰯。次節以降で
は，ACR／OCRのフレームワークを地域バス運行の民閥委託に適用し，日本
での制度設計に対して具体的な意義を示したへ
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表2　距離を隔てた取引関係（ACR）と善意に基づいた取引関係（OCR）
要　素 距離を隔てた取引関係 善意に基づいた取引関係（ACR） （OCR）
多くの相手と取引することで， 相手への依存を拒まず，取引先
取引上の依存関係 特定の取引先への依存を減ら を少数（ただし単数とは限らな
す。 い）に絞り込む。
入札が行なわれるが，発注着も 入札の場合，発注者は誰が落札
落札者の見当はつかない。価格 するか見当がついている。
発注の手続き は契約前に決定している。 入札がない場合，発注者は受注
者に直接注文を出九価格は受
注者決定後に決められる。
契約期間 当初定められた期間が尊重され 契約期間延長の可能性あり。長る。短期的な関わり。 期的な関わり。
詳細な条件が文書に残される。 ルールは契約開始後に定められ
契約文書 る部分あり。書面でなく口頭で
の契約もある。
緊急事態への対応 文書に定められた条項が厳格に その場その場で解決を志向す守られる。 る。
約束厳守の信頼 契約文書が交換されるまで，実 契約文書が届く前に，口約束に
（c㎝t・actual　trust）際の生産は始まらない。 基づいて生産が開始されること
もある。
善意に基づく信頼 複数の受注者に委託。特定の取 単一の受注者にのみ委託。特定
（9oodwin　t・ust）引先への依存は低い。 の取引先に依存。
能力に対する信頼 納品時に厳格な検品。「警告の原 多くの場合，検品なし（背景に
（compete・Ce　truSt）理（Principleof伽励榊励」晶質管理システムの存在あり）
の適用。
費用を見積もり，短期的に見て 見積もりなし。技術移転・訓練
技術移転と訓練 割に合うもののみ実施。 の便益は目に見えず長期的なも
のであるとの認識。
買い手の購買部門と売り手の営 技術者間・品質管理都門閥でも
対話の機会 業部門のみの対話。頻度も最小 対話あり。ビジネスを超えた付
限に抑えられる。 き合い。
リスク分担 契約文書に詳細に記載。 その場の状況に合わせたリスク分担。公平の観点も含む。
※F1ym［1997］pp．140－147，Sako［ユ992］pp，11－12，酒向［1998］，竹内健蔵［ユ999］
　p．11より作成。
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4．地域バス運行の民間委託における取引関係
　4．1民間委託を支える現行の制度
　議論の前提として，遣路運送法上の外部委託の位置付けを概観する。現行の
法規では，一般乗合・貸切・自家用自動車のそれぞれの運行について，外部委
託に関する条項がある㈱。表3は，これらの外部委託の制度．をまとめたもので
ある。
　一般乗合バスの管理の受委託については，35条に規定がある。これは，免許
は親会社が保持し，管理は子会社へ委託するものであるから㈱，計画と運行の
垂直分割という側面をもつ。管理の受委託は，親会社が保持している免許を新
設の地域子会社に譲渡することが難しい際に活用されるが，規制緩和によって
免許制度が改定され，免許の譲渡が容易になれば，子会社に管理を委託するの
表3　現行の道路運送法におけるバス運行の外部委託
外部委託の種類 主　な　内　容
桑合バス
・民簡事業者問（親会社から子会杜へ）の運行委託が中
（管理の受委託）
心。
【第35条】 ・規制緩和により免許移譲が容易になれば，地域水平分割・分社化に取って代わられる可能性がある。
・乗合事業者が供給しないサービスを貸切事業者が供給
貸切バス
するもの。
（貸切乗合許可：21条パス）
・運行主体は事業者（受注者）。
【第42条】 あくまで貸切事業であるため，運賃は事業者が決定す
る。
・路隷ごとの契約に補助金額が書き込まれ糺
「公共の福祉の確保」などのために，自家用自動車を
自家用自動車 有償で運行する。
（有償運行：80条バス） 運行主体は白治体（発注者）。
【第80条】 ・軍両は発注者側で用意し，運賃も発注者が決定する。・市町村・事務組合にしか許可が下りていない。「市町
村代替バス」と呼ばれるのはそのため。
※＝】内は，遵路運送法の根拠を示す。
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みならず，免許も移譲する事例が増えると予想される。そうなれば，乗合バス
における管理の受委託・分社化は，計画と運行の垂直分割というより，営業区
域の地域別水平分割という意味合いが一層大きくなるであろう。
　貸切バスについては，乗合事業者が供給しないサービスを貸切事業者が供給
するという「貸切乗合詐可」に関する規定があり，これに該当するバスは21条
バスと呼ばれる鯛。運行主体は貸切事業者である。乗合事業者が撤退したサー
ビスを，貸切事業者がいわゆる廃止代替バスとして継承する場合が多い。
　自家用自動車については，80条において，「災害の場合緊急を要するとき，
又は公共の福祉を確保するためやむを得ない場合であって運輸大臣の許可を受
けたとき」に有償運行が認められている。有償運行される自家用バスは80条バ
スあるいは市町村代替バスと呼ばれている。80条バスの場合，車両は運行主体
（発注者）である自治体が所有する自家用車両に限定されており，バス事業者
（受注者）が所有する車両を用いることは許されていない。
　以下では，21条バスと80条バスにおける発注者一受注者問の取引関係の比較
を論点の中心とする。先に触れた京都市営バスの民間委託は35条に基づいてい
るが，京都市営バスのようにもともと現業部門（in－house　tea皿）を持つ自治体
が民間委託を行なう場合と，21条バスや80条バスのように，現業部門を持たな
い自治体が，民間委託を前提として廃止代替バスやコミュニテイバスの運行を
開始する場合とでは，民間委託の文脈が大きく異なると言えよう。前者につい
ては，本稿で扱う外部委託よりは，むしろ民営化や水平分割の文脈から論じる
べきものであり，都市部における既存の公営交通の問題点とあわせて，今後の
研究課題としたい。
　4．2現行制度における取引関係とその評価
　以下では，21条バスと80条バスの運行の民問委託における取引関係を，受注
者選定の手法とサービス内容（質）の決定者という二つの座標軸から概観し，
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比較と評価を試みる。
　まず，受注者選定の手法は，競争入札と随意契約の二つに大きく分けられ
る。だが現実には，ACR的な一般競争入札とOCR的な随意契約の間に，コン
ペ（メニュー・オークション）や指名競争入札といった様々な選定手法があ
る。ここでは，公共工事の発注などにおいても問題となっている指名競争入札
について，バス運行の民聞委託に論点を絞って考察す乱
　指名競争入札には，応札者を増やして競争を活発にすることと，応札資格を
定めて応札者を限定することという相反する二つの目的があり，場合に応じて
どちらかが追求される。前者の目的については，応札者が増えれば落札価格の
水準が下がるという類推に基づいていると考えられる㈱。ただし，既に受注者
が決まっているが随意契約を行なえないような場合に，他の業者を指名して入
札に参加させ，入札の体裁を整えることもあろう。後者の目的については，一
定以上の晶質の財・サービスを供給できる業者のみを指名することで品質の向
上を狙っているが，バスサービスの場合は事業者としての資格（事業免許）と
応札者としての資格の関係が不明確であり，地元以外の事業者の排除につなが
りかねない㈲。
　次に，サーピス内容（路線・本数・時刻表など）の決定を発注者と受注者の
間でどう分担するかを，契約前にルールとして定めておくことは重要であり，
入札手法とも関連が深い。ここでは，委託料最小化方式（groSS　CoSt）と補助
額最小化方式（net　cost，血ini㎜um　subsidy）について説明する鯛。
　委託料最小化方式は，民間委託されるサーピスに対し，最も少額の委託料を
提示した事業者が受注する方式である。運賃収入は全額発注者の手に渡り，発
注者は受注者に，落札価格分の委託料を支払う。委託料から運賃収入を差し引
いた分が，発注者がサービス維持のために負担する補助金（持ち出し）に相当
する。補助額最小化方式はいわゆる補助金入札であり，民間委託されるサービ
スに対し，最も少額の補助金の給付を要求した事業者が受注する。運賃収入は
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全額受注者の手に渡るため，受注者には増収のインセンティブが付与され，そ
の結果受注者がサービスの質を変更する余地が生じる。発注者は受注者に，落
札額相当の補助金を支払う㈱。民間委託の場合，利用促進などの増収方策を，
マーケティングをあまり得意としない行政（発注者）が行なう委託料最小化方
式より，利用者と常に接しておりマーケテイングの反応を確かめやすい事業者
（受注者）が行なう補助額最小化方式が望ましいといえる。
　だが，White　and　Tough［1995］によれば，委託料最小化方式のほうが，費
用対効果が大きくなる。その理由として，委託料最小化方式では事業者（応札
者）は費用総額の見積もりだけを行なえばよいが，補助額最小化方式では費用
総額と収入額の両方の見積もりが必要であることが挙げられている。委託料最
小化方式では，見積もりが簡単なため，中小事業者や新規参入者が応札するこ
とが容易となる。そのため，応札者が増えた分，落札価格が下がる可能性が高
い。補助額最小化方式では，事業者は増収策を積極的に実施できる反面，収入
変動のリスクも負う。それゆえ，多くの市場・地域に参入することでリスク分
散が可能であり，収入見積もりのノウハウを持っている大手事業者に有利とな
る。補助額最小化方式では，制度設計がそのまま中小事業者への参入障壁と
なっていると言える。
　図4は，以上の議論をまとめ，縦軸に受注者選定の手法，横軸にサービス内
容決定の主導権を取って，バス運行の民聞委託における取引関係の位置付けを
示したものである。委託料最小化方式で一般競争入札を用いれば，多数の応札
者が純粋な価格競争を展開し，再入札の際に受注者が交代する可能性も高ま
る。そのため発注者は多数の（潜在的）受注者と接することとなる。このよう
に考えると，図の左下にはACR的取引関係が位置するであろう。一方で，補
助額最小化方式で随意契約を用いれば，応札資格も自ずと限定され，ノウハゥ
（いわゆる「土地勘」を含む）がある受注者と発注者の関係が継続的・固定的
なものになろう。それゆえ，図の右上にはOCR的取引関係が位置する。
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　　　　図4　地域バス運行の民聞委託をめぐるACR／OCR
／璽　　　　　　1＠）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、！’　　　2ユ条バス契　　　　　　　　　　　　　　　　　、！約　　　　　　　　　　　　　！／の　踵巫1　　　　　一／義　　　⑯グ／日璽理80条バス
委託料最小化方式　　　　　　　　　補助額最小化方式
匿璽國　　　　　　　　　璽麺
　　　　　　サービス内容決定の主導権←　　　　　　　　　　　　　一一一一一一＞　　　　　　投資とそのリスク負損
　この図の上で現在の21条バスと80条バスの取引関係を表せば，21条バスは
OCR的，80条バスはACR的であると評価できる。80条バスでは，サービス内
容（運賃を含む）は発注者が決定して入札の仕様書に盛り込み，委託料最小化
方式が採られる。車両や車庫は運行主体である自治体が用意することから，事
業者（潜在的受注者）はこうした投資とそのリスクを回避することができ，応
札が容易となる。そのため，バス事業者はもちろんのこと，自家用自動車管理
業者やタクシー・トラック事業者の応札も期待できる。
　一方21条バスは，貸切バス事業の事業区域規制（片足規制と呼ばれ，発地か
着地の少なくても一方は自社の事業区域になくてはならない）に従うことか
ら，地元以外の事業者に発注できないのが現状である㈱。また，特に既存の乗
合事業者が撤退したサービスの「廃止代替バス」として運行される場合に，同
じバス事業者によって，それまで乗合部門が運行していたサービスを21条バス
として貸切部門が運行するということも起こりうる。こうした理由から，応札
者は決して多くはならず，競争的な入札のプロセスを経ずに随意契約に近い形
で受注者が選定される可能性が高い。だが，欠損補助額が路線・サービスごと
に算定され，委託契約に盛り込まれるところに意義が認められる。その意味で
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は，前’述の補助額最小化方式に近いと解釈されよう。
　このように考えると，地域バス運行の民間委託においてACRとOCRのどち
らが優れているとは一概に決められず，どの場合にどのような契約形態が適し
ているかという「場合分け」が必要となる。もともと潜在需要が多く，増収の
余地が残されているサービスではOCRが機能し，受注者の増収がサービスの
向上と利用者の増加を意味するであろう。一方で，増収のインセンテイブを与
えてもその余地がないシビルミニマム的なサービスを民間委託する場含では，
発注者が収入変動のリスクを負い，受注者にとってはローリスク・ローリター
ンとなるACRが妥当であると考えられる。それでは実際にはどのような取引
関係が見られ，そこからどのような意義を導き出せるのか。次節では，島根県
　やす彗の　蕃の安来能義広域行政組合の事例を検討し，本節までの取引関係をめぐる考察の
妥当性を検証する。
5．事例研究　安来能義広域行政組合（島根県）一
　5．1地域と組合の概要
　安来能義広域行政組合は，島根県最東部に位置する安来市・能義郡広瀬町・
はくた伯太町のユ市2町によって構成される一部事務組合であり㈱，1市2町の合計
では，人口約46，000人（約13，000世帯），面積約421km2となる。この地域は，
北を中海，残り三方を山に囲まれた中山間地域であり，1市2町の緒びつきは
以前から強い。公共用交通は，地域北部の安来市をJ　R山陰本線が東西に横断
しているほかは地域バスに依存している。乗合バス事業（21条バスを含む）
は，島根県東部（出雲地方）を営業区域とする一畑電鉄のバス部門（2000年4
月より一畑バス㈱に分社化）の広瀬営業所が担当していたが，この地域のバス
運行から撤退し広瀬営業所を廃止する計画を1999年5月に非公式に表明した。
このため，1市2町は協議の結果，し尿処理などを目的として1970年に設立さ
れた既存の「安来市能義郡保健衛生組合」にバス事業課を設置し，2000年4月
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から80条バスにより運行を継承することとなった。これに伴い，組合の名称は
現在のものに変更されている。
　一部事務組合が公共用交通の運行に関与することは，かつてから提唱されて
きた鋤。とはいえ，実際に一部事務組合が地域の交通に関与する事例は，同組
合が全国でも初めてであり，さらに受注者が地元企業でないことも注目に値す
る鯛。準備期間が短かったにもかかわらず，一部事務組合によるバスの運行が
実現した背景としては，前述のように，もともと1市2町の結びつきが強かっ
たこと，受け皿となる保健衛生組含が存在していたことのほかに，参加する自
治体数が，議論や合意形成にあたって適正であったことが挙げられる㈱。
　運行計画（路線網のデザイン）については，一畑の路線網を踏襲するのみな
らず，各首長の意見を取り入れて通学（安来市内の高校）・通院（町立広瀬病
院）の便を考慮し，住民の足としての機能を増強している。また，既存の博物
館・美術館・温泉等を結んだ観光ループ路線を新設した。運賃は均一200円と
し鯛，既存の長距離路線を利用する場合には大幅な値下げとなっている。
　5．2入札と契約の実際
　以下では，仕様書の内容・受注者選定のプロセス・契約期間中のサービス内
容の変更を紹介し，入札と契約の実際への接近を試みる。
　仕様書の中心的内容は運行計画（運行路線・ダイヤ）であり，繰り返すまで
もなく組合で用意したものである。80条バスである以上，事業詐可と車両は組
合が所有し，運行および運行業務にかかる日常の点検・整備を民間委託する。
契約期聞は3年間（2000年4月～2003年3月）であり，偶然にもイギリスの補
助金入札で採用される一般的な契約期間と一致している。契約期間が短い場合
にはhit　and　r㎜的な参入が生じやすいこと，入札の回数が増え開催の手聞が
かかることを考慮して3年聞に決められたが，今後契約期間をどうするかは，
次回の入札（2003年初頭）までに改めて検討するとしている。
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　受注者選定は，運行開始3ヶ月前の2000年1月12日に，指名競争入札によっ
て行なわれた。地元のバス事業者，本社は東京だが地元に営業所がある自家用
自動車管理業者，地元のタクシー・トラック事業者（県の業界団体の安来能義
支部）に案内状を出したが，結局応札したのは，地元のバス事業者2社（一畑
を含む）と自家用自動車管理業者2社の，合計4社であった。
　だが，競争入札といっても，安全性の確保といった聞題もあり，単に価格だ
けで受注者を決定することは望ましくないとされ，各応札者に対して1時間ず
つのヒアリングが行なわれた。ヒアリングでの質間項目は，安金の確保，事故
など不測事態への対応，契約期聞中のサービス内容の修正への対応が中心であ
るが，運転士を地元で採用するか否かもポイントとなっている。
　落札価格（委託料）については，ヒアリングの際に，事業者から落札希望価
格を書いた書類を受け取る。ただし，ヒアリングの最中には開封せず，その後
の首長同士の話し合いの席で開封された。結果として落札したのは，自家用自
動軍運行管理業者の大新東㈱（本社・東京都文京区）であるが，落札希望価格
も最も安かった。それゆえ，今回の入札では，結果論ではあるが，サービスの
質を考慮しつつも委託料の最小化が志向されたと表現できよ㌔
　契約期間中のサービス内容変更については，ヒアリングにおいて，応札者に
どの程度の柔軟性があるか確かめられる。運行計画は仕様書にも記載されてい
るが，これはあくまでも仮のものであり，運行開始までの3ヶ月に修正がなさ
れた竈さらに，運行開始後4ヶ月の2000年7月末にはダイヤ改正が行なわれ
た。この改正には大新東も参加し，委託料の変更も生じている。ただし，バス
の台数（22台，うち3台は予備）は，仕様書の段階から現在まで変更はない。
契約期間中にバスの台数を変更すること，あるいはバスの台数の変更を伴う規
模で運行計画を変更することは難しい。発注者は，バスの台数といった条件を
所与として，受注者の意向や委託料変更の可能性も考慮しつつ，契約期間中も
サービス内容を定期的に変更するものと考えられる。今後も半年に一度程度の
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改正が予定されており，その都度受注者と発注者の間で検討が行なわれる。
　5．3取引関係の評価
　このような実際の入札の過程を，前節までの問題意識に照らしてみると，以
下のような評価が可能である。
　第一に，競争入札の導入に伴って，隣接業種を含めて複数の応札者が現れた
ことが評価される。トラック・タクシー事業者からの応札はなかったものの，
4社の応札を得て，結果として事業者の交代（一畑から大新東へ）が見られ
た。だが，大新東の落札金額が他の応札者よりも低かったとはいえ，2000年度
に1市2町の支払う補助額は，1999年度（一畑が運行する21条バスヘの補助）
と比べて倍増し，1億円前後になると見込まれている。これは「委託料最小化
方式では応札者が増え，その結果落札価格も下がる」とする，前節で紹介した
White　and　To㎎h［1995］の推論とは矛盾する。もっとも，1999年度までの21
条バスと2000年度からの80条バスでは，路線計画や運行の目的が変化している
ことから，補助金の増額をそのまま否定的に捉えることは危険である。補助金
が増えた分あるいはそれ以上に費用対効果が上昇していれば増額は正当化され
るが，80条バス運行開始の前後で費用対効果を厳密に比較することは困難であ
ろう。
　第二に，この事例での入札手法・取引関係はACRに近いと言えることであ
乱前節では80条バス運行の民聞委託がACR的取引関係を持つこξを指摘し
たが，実際の運行計画の変更では，受注者の意見を尊重するにしても，発注者
に決定権があることが明らかになった。一方で，ACR的取引関係であるとは
いえ，落札希望価格のみを基準とする単純な競争入札ではなく，安全の確保や
契約期間中の運行計画変更への対応などが受注者選定にあたって考慮されてい
ることには注意が必要である。これは，受注者には「利用客三地域住民の命を
守る」ことが求められ，発注者には「公共の福祉＝地域住民の利益を確保す
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る」ことが求められているという意味では至極当然であるが，サービスの質の
確保と競争的な受注者選定過程との両立は容易ではない。安来能義広域行政組
合の事例が先駆けとなり，ACR的取引関係による地域バス運行の民間委託が
広まる中で，安全第　を前提に試行錯誤が進むものと考えられる。
6．おわりに
　6．1制度設計への示唆
　これまでの考察から，地域バス運行の民問委託をめぐる制度設計に関して，
以下のような示唆が与えられよう。
　やはり間題となるのは，21条バスと80条バスの場合分けである。ACR的な
80条バスの民問委託では，これまでバス運行のノウハウを持たなかったタク
シー・トラック・自家用自動車管理業といった隣接業種からの新規参入を期待
できる。バス市場の規制緩和が進むといっても，現実には異業種からの参入は
容易ではない。新規参入が見られるとしても，隣接業種の企業が80条バスの運
行受託などを通じてバス運行のノウハウを蓄積し，貸切バスや乗合バスに進出
していくと考えるのが自然であり，80条バスに新規参入の「登竜門」としての
役割を持たせることが可能である。だが，繰り返すように，80条バスでは受注
者には積極的に増収・利用促進を試みるインセンティブを与えられないことも
事実である。地域バスの運行には車両・車庫への投資といったリスクが発生
し，それを避けられないのは確かであるが，それぞれの地域の実情に合わせて
発注者と受注者の聞でリスクの分担ができるよう，現行制度の改善を通じて制
度上の選択肢を増やすべきである㈱。
　その場合に，地域的組織がバスを運行するための制度設計という観点を取り
入れることは重要である。現行の80条バスは，地域的組織にとっては運行が難
しいと考えられるが，その理由は二つ挙げられる。一つは，80条バス運行の前
例は市町村・事務組合にしかないこと，もう一つは，繰り返しになるが，車
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両・箪庫への投資を発注者が行なうことである。しかし，バスの運行による
「公共の福祉の確保」は，民間委託を用いれば地域的組織にとっても難しくな
いはずである。21条バスの制度を参考にすれば，事業者（受注者）が持つ車
両・車庫を活用して，貸切バスをチャーターする感覚で地域バスの実験的運行
が行なえるような制度的裏づけを与えることも可能であろう。つまり，ACR
的な80条バスとOCR的な21条バスという2つの類型だけでなく，両者の利点
を取り入れた中聞的な制度を設計することが求められているのである。
　6．2今後の研究課題
　最後に，本稿の内容と関違した研究課題を3点指摘する。
　第一に，バス運行の民問委託をめぐる取引関係における「信頼（truSt）」の
役割についてである。もともとSako［1992］がACR／OCRのフレームワー
クを提示したのは，取引関係における信頼の役割を分析するためであった。
Sako［1992］が，「善意に基づく信頼」の有無がACRとOCRを区別する基準
としていることは，既に見たとおりである。しかし本稿では，信頼を分析する
には至らなかった。地域（住民・行政・地域的組織）と事業者の間の信頼は，
民間委託のシナリオよりも，コンテスタブル市場のシナリオやそこでの晶質協
定のあり方を議論するときに一層重要となろう。なぜなら，コンテスタブル市
場のシナリオは，地域と事業者の一対一の関係が長期に続くと想定されるとい
う意味でOCR的と言えるからである。
　第二に，民間委託をサ』ピスの提案・実験・育成のために積極的に活用する
方策についてである。本稿では，民間委託を，主に既存事業者が廃止したサー
ビスを存続させる手法として位置付けた。だが逆に，サービスの提案・実験と
して民間委託によりハスを走らせ，採算性が向上したら民間事業者に引き取っ
てもらうという方法も考えられる朗。これは特に，バス交通への潜在需要があ
る大都市圏郊外などで有効であろうが，廃止されるサ」ビスの存続のための民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　811
　222　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第388号
間委託より，はるかに難しいと言える。なぜなら，民営事業者にサービスを移
譲するタイミングが難しく，移譲以後の補助をどうすべきかという問題がより
複雑になるからである。しかし，武蔵野市のムーバスのように，自治体が提案
して民間委託で運行したサービスが好調な営業成績を見せている例があること
を考えると鯛，移譲スキームを考案すべきであることは確かである。表1で見
たシナリオ間の関係や移行の可能性を整理することが第一の目標となる。
　第三に，アンケート調査による取引関係・契約形態の把握である。本稿で取
り上げた事例は，先駆的なものであるとしても，きわめて隈定的であった。自
治体による地域バスの運行が急増している今日，自治体や事業者へのアンケー
ト調査によって取引関係・契約形態を分析することは有意義であり，まずは先
行研究を参考に綿密なリサーチ・デザインを行なうことが不可欠である鯛。
追記　本稿，とりわけ5、の事例研究の記述は，安来能義広域行政組含の田中
操氏（バス事業課課長）および大新東㈱の大坪文夫氏（広報宣伝部次長）・柏
勉氏（業務部主任）へのインタビューに依拠している。また，同様にインタ
ビューに応じてくださった一畑バス㈱（松江市）の清井悦郎社長，松江市交通
局の神在克嘉氏（営業課課長）・伊藤竜男氏（同課主任），日本中央バス㈱（前
橋市）の高橋陪副社長・萩原典行氏（運行課課長）からも多くの示唆をいただ
いた。記して感謝の意を表したい。なお，鳥取県西部地震（2000年10月6日）
が起こったのは，安来能義広域行政組合でのインタビューの最中であった。周
知のとおり，被害は中国地方一帯に及んだが，同組合の1市2町はとりわけ震
源に近く，被害が最も大きかった地域に含まれる。この場を借りてお見舞いを
申し上げたい。
　本稿は，早稲田大学特定課題研究助成金（課題番号2000A－121）に基づく研
究成果の一部である。
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注1ユ）規制緩和の具体的内容は，杉山［ユ999］も参照のこと。なお，本稿では，「乗合バス」「路線バ
　　ス」を道路運送法第4条に規定される「一般乗合旅客白動車運送事業」に限定して用い，「地域
　　バス」を，乗合バス・21条バス・80条バス等を含めて「一定の地域内で，定められた路線とダイ
　　ヤに基づいて運行されるバス」一般を意味するものとする。ここには，自治体が運行主体とな
　　る，いわゆる「コミュニティパス」も含まれる。
　（2〕イギリスの域内バス市場における規制緩和は1987年に行なわれ，現在はその成果の検証と政策
　　の修正が進められてい乱成果を紹介した文献は多いが，その例としてMackie　and　Prest㎝
　　［1996コ，K1em功o工［1997］Ch．7を挙げておく。政策の修正の方向性については，DETR
　　［1999a］，田邊・加藤［2000］，寺田［2000］を参照のこと。なお、イギリスにおける「域内バ
　　ス（loc創bus〕」は，最低乗車踵離が15マイル以下で特定地域内を走るバスと定義されている。
　（3〕路上競争に対する批判をまとめたものとして，Ev汕s［1991］，Klein功泓［1997］Ch7，松
　　澤エユ998］を参照のことむ
　（4）イギリスでは，参入規制は取り除かれたものの，現在多くの地域にはバス箏業者が1社しか存
　　在しない「準独占」の状況となっており（寺田［2000］），政府も，「一般に，バスサービスの市
　　場はコンテスタブルである」との見解を示している（DETR［1999b］）。
　（5〕運輸政策審議会［1999］p．5
　16〕杉山［1999］p．57
　17〕地域的組織については，商橋［2000aコを参照のこと。なお，藤井［2000］は，「公共
　　（public）」を「公」と「共」に分け，さらに「共」を，「公」と「私」の中問にあるものとし
　　て，「ローカルな公」と「私の集合としてのクラブ組織」に分けている。地方行政は前者の奥型
　　であり，地域的組織は後者に属すると考えられる。ただし，「ローカルな公」と「私の集合とし
　　てのクラブ組織」の間には違続性があり，組織への加入・脱退の自由と空間的移動（移住・移
　　転）との関連から，さらに検討を遼める余地があろう。
（8）島囲・原田［1998］p－10
　（9）　“COnt胴C血㎎㎝ゼが「外部委託」より隈定した意味で弾われ・「民間委託」を意味することも
　　多いが，本稿でいう「民聞委託」は，厳密には「民閻への委託（cont・acゼ㎎out　to曲e　p．ivate
　　SeCtOr）」である。
　α◎　HamelandPr出乱rad［1994］　日本語訳p．11
　ω　行政のコア・コンピタンスについては，田辺［1999］を参照のこと。
　胸　さらに，運行計画を補助計画とサービス計画（路線・ダイヤの策定）に細分化し，サービス計
　　画をも民問委託する例も出現している。図ユの「サービス計函立案の民間委託」は，これを図示
　　したものである。
　㈹　もちろん，民間企業と行政とでは，詞逢に関するインセンテイプ構造が異なるという指摘があ
　　る（金本・城所工1999〕p皿蝋一95）。また，一口に行政と言っても，自治体によって財政制約な
　　どの条件が異なれば，費用最小化への志向の強さが異なることも奮うまでもない（丁副正ユ988コ
　　P，215）。
　血4　　Sako　［1992］　pp，2ユ＿22
㈲K・㎜已dy［1996］PP．2幽一245
　㈹　京都市交通局［2000］p－65
　㈹X非効率と組織内取引費用は，概念上重なり合う部分が多い邊これらの共通点と相違点につい
　　ては，Sako［1992］pレ30－36を参照のこし
　口S　　毒素言召　〔1997コ　pp．208＿209
　㈱　貸与図（dr榊i皿騨supplied）と承認図（drawin騨appmved）については，浅沼［1997］pp．
　　209－215を参照のこと岨
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㈱ACRおよびOCRに対する訳語は，酒向［1998コにあるものを用いた竈
刎Flym　［1997］Ch．8を参照のこと。別ym［1997コは，ACRを“Adwsa伽Co皿故目伽訓Re－
lati㎝彗hipI’の略としており，Flym［ユ9971の紹介を通じてACR／㏄Rに触れている竹内
　［1999a，b］でも「敵対的契約関係」と訳されている。だが，Flym［1997］の護論も含めて，
　ACRは「発注者と受注者が一定の距睡を保ち，相互に執着しない取引関係」を意味しており，
　廠対的（adv鯛arial）」という語が持つ「発注者と受注者が対立する取引関係」という印象を
　与えないことには注意が必要である。
㈲酒向［1998］P，96
㈱　このほかに，スクールパスや企業の送迎バスなど，旅客の範囲が限定されている場合に，需要
　老（学校・企業）が事業者と契約を結んで運行する特定旅客自動車運送事業も，外部委託の一種
　であるといえる。だがこれは，厳密には公共用交通とは言いがたいことから，本稿の検討対象と
　はしない鉋
㈱詳細については，日本パス協会正1996］を参照のこし
㈱2000年5月の道路運送法改正により，貸切乗合許可に関する規定は第21条から第42条へ移った
　が，「21条バス」という呼び方が今なお一般的であることから，本稿では「21条パス」で表現を
　統一する。
鯛こうした類推（例えばWaters㎝［1988］日本語版pp．135－137を参照のこと）は，完全競争
　市場の効率性や，伝統的産業組織論における市場構造・企業数の重要性から見て，経済学的な思
　考の延長線上にあると判断できるが，実証されているとは言いがたい。
㈲公共工事一般でも，入札の際の地元業者優遇が問題視されている。金本・城所工I999］を参照
　のこと。
鯛委託料最小化方式と補助額最小化方式の比較については，寺田［1997］，田墨［2000］も参照
　のこと。
㈱1980隼代半ばから入札制を導入しているロンドンでは，1996年度以降，委託料最小化方式から
　補助額最小化方式への転換を進めている。ロンドンでは，補助額最小化方式での応札金額（補助
　の要求額）はs鮒eme皿tと呼ばれてい乱費用が収入を超過している場合には当局（L㎝don
　T閉nsport　Busesl　LTB）が受注者にsetue皿ent相当額を支払うのは当然だが，収入が費用を超過
　している場含には逆に受注者が当局にsettlementを支払うことになっている（LTB［1999］p．
　17，囲邊［2000］p．122）百この方式が受注者に対する収入増加のインセンテイブにどのような
　影響を与えているかは検討の余地がある凸
臼Φ2000年の規制緩和により，事業区域規制は，従来の郡・市単位から都道府県単位に改められ
　た。また，既存事業者が事業区域を拡大することも以前よりは容易になっている。そのため，21
　条パスの応札者が今後増加の傾向を見せ，受注者の選定プロセスが競争的なものになる可能性が
　あることが注目される。
㈱一部事務組合とは，普通地方公共団体（都道府県・市町村）および特別区が，団体の事務また
　は機関委任事務の一部を共同処理するために設ける地方公共団体の組合のことであり，教育・衛
　生をはじめとする様々な目的のために設立・運営されてい乱
鯛竹内伝史［1994］p．49を参照のこと。
㈱　同組合の事例をいち早く紹介したものとして，錆木〔2000］がある。
㈱複数の自治体の協力により公共用交通機関を維持する事例としては，鉄道では福井県の京福電
　鉄越前線（5市町村，和田［1998コ），バスでは群馬県の多野藤岡地域（6町村，鈴木［2000］）
　が紹介されている。だが，複数の自治体が役割や補助を分担するには複雑なルールを設定せざる
　を得ず，その繕果，協力関係が雑持できず成果が上がらない事例も多い。青森県津軽地域の28市
　町村が参加する津軽地域路糠バス維持協譲会は，規制緩和後の地域協議会方式の先駆けとして注
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　目されるが，負握割合をめぐって議論が紛糾したことはよく知られている（湧口・根本
　［2000コ）。この問題から想起されるのは，公共財あるいは集合財（・ollec伽e　goods）の供給にあ
　たっては，集団が小さい（メンバーが少ない）方がフリーライド現象が発生しにくいことを明ら
　かにした01s㎝［1965］であろ㌔一都事務組合は，旧国鉄地方交通線の廃止を回遼するために
　登場した第三セクター鉄道（山田［1993］）と同様，複数自治体によるクラブ組織（今井
　工1976］）であり，公共経済学や公共選択の議論からも注圓に値する。だが，本稿の目的に照ら
　して，地域交通政策における一都事務組合・クラブ組織の役割についての検討は，別の機会に譲
　りたい。
㈱　なお，隣接する鳥取県米子市へ乗り入れる路線については，鳥取県を営業区域とする日ノ丸自
　動章と路線が重複することもあって，運賃詞整の協議を行ない，日ノ丸自動車に合わせた運賃を
　設定している。
㈱現実の80条バスの運行においても，車両のリースが発達したとはいえ，自治体の負担は決して
　軽くない。「事業者の車両を利用する形で地域バスを走らせることはできないか」という問い合
　わせが自治体から專業者に寄せられることもたびたびであるという。
㈱　　高橋　工2000a］　p一ユ04
鯛　ムーバスは，単年度の単純収支では剰余金が出ているが，車両購入費やバス停の整備費を舎め
　ると今なお費蔵野市の補助に頼りているという（水野［2000］p．32）。
㈱　日本での調査は，全国の市と東京23区を対象とした市川・失野［2000］があるが，取引関係・
　契約形態にまで踏み込んではいない。アメリカでの調査では，やや古いがTea1正1988コがあ
　る。これは取引関係の分析も含んでいるが，記述統計に留まり，厳密な計量分析は行なわれてい
　ない。
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